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令和５年度大村市下水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度大村市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年度末整備面積 ２，３７７ha 

（２）年間総処理水量 １３，０３５，１０４㎥ 

（３）一日平均処理水量 ３５，６１６㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

汚水管及び雨水管布設事業 ６１４，０６３千円 

水処理施設機械・電気設備改築事業 ２６１，９００千円 

し尿等受入施設建設事業 １８６，０００千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 下水道事業収益 ３，０２９，０６４千円 

第１項 営業収益 ２，０４４，２５０千円 

第２項 営業外収益 ９８４，８１１千円 

第３項 特別利益                     ３千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ２，５８６，７５４千円 

第１項 営業費用 ２，３４６，８２５千円 

第２項 営業外費用 ２２７，８０３千円 

第３項 特別損失 ２，１２６千円 

第４項 予備費 １０，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，３６３，３４８千円は、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額６８，２０６千円及び過年度分損益勘定留保資金１，２９５，１４２千円で

補塡するものとする。）。 
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収 入 

第１款 資本的収入   １，０４９，８９８千円 

第１項 企業債 ４３３，２００千円 

第２項 負担金及び分担金  ３９，０２１千円 

第３項 補助金                １０２，８４４千円 

第４項 固定資産売却代金 ２千円 

第５項 交付金 ４７４，８３０千円 

第６項 寄附金 １千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ２，４１３，２４６千円 

第１項 建設改良費            １，３６８，２４２千円 

第２項 企業債償還金 １，０３５，００４千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

 

（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事   項 期  間 限 度 額 

大村浄水管理センター汚泥処分業務委託 令和６年度 ６９，７９５千円 

大村浄水管理センター５系水処理施設機械設

備改築工事 
令和６年度 ２７２，０００千円 

大村浄水管理センター５系水処理施設電気設

備改築工事 
令和６年度 ３６４，３００千円 

水道料金等のコンビニエンスストア収納事務

委託 

令和６年度から 

令和１０年度まで 
事務委託に要する経費 

大村市上下水道局料金徴収等業務委託 
令和６年度から 

令和１０年度まで 
３７０，７０４千円 

款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

１ 

資本的 

支出 

１ 

建設 

改良費 

 

大村浄水管理センター 

し尿等受入施設建設事業 

千円 

１，４００，０００ 
 

令和５年度 

千円 

１８６，０００ 

令和６年度 ４３４，０００ 

令和７年度 ７８０，０００ 
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（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公 共 下 水 道 

整 備 事 業 

千円 

 

 

 

 

４３３，２００ 証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金につい

ては貸付先と協議して定

める。 

ただし、企業財政その

他の都合により、据置期

間及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えするこ

とができる。 

 

（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

ればならない。 

（１）職員給与費 １９９，６５６千円 

（２）交際費                       ３０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１１条 下水道事業における雨水処理等の経費に充てるため、一般会計からこの会計

へ補助を受ける金額は、６２０，１００千円である。 

 

令和５年２月２４日提出 

 

大村市長  園 田  裕 史 
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予定額
（千円）

備 考

1 下水道事業収益 3,029,064

1 営 業 収 益 2,044,250

1 下 水 道 使 用 料 1,873,673

2 雨 水 処 理 負 担 金 152,195 一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 18,382 督促料、消化ガス売却収益

2 営 業 外 収 益 984,811

1 受取利息及び配当金 2,275

2 他 会 計 補 助 金 365,061 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 611,955

4 雑 収 益 5,520 下水道敷使用料ほか

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修 正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備 考

1 下水道事業費用 2,586,754

1 営 業 費 用 2,346,825

1 管 渠 費 96,393

2 ポ ン プ 場 費 78,800

3 処 理 場 費 518,644

4 大 村 湾 南 部

流 域 下 水 道 費

5 業 務 費 107,492

6 総 係 費 130,336

7 減 価 償 却 費 1,383,413

8 資 産 減 耗 費 17,250 固定資産の除却費

2 営 業 外 費 用 227,803

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 補 助 金 50
水洗便所改造資金貸付金利
子補給金

3 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

4 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 2,126

1 過年度損益修 正損 2,125 過年度調定分還付金ほか

2 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

支　    出

大村湾南部流域下水道維持
管理負担金

167,752 企業債等の支払利息

令和５年度大村市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　    入

款 項 目

60,000
消費税及び地方消費税納付
分

款 項 目

14,497
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 1,049,898

1 企 業 債 433,200

1 企 業 債 433,200 下水道建設事業債

2 負担金及び分担金 39,021

1 受 益 者 負 担 金 24,466

及 び 分 担 金

2 工 事 負 担 金 14,555 汚水管移設工事負担金

3 補 助 金 102,844

1 他 会 計 補 助 金 102,844 一般会計補助金

4 固定資産売却代金 2

1 固定資産売却代金 2

5 交 付 金 474,830

1 国 県 交 付 金 474,830 社会資本整備総合交付金

6 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 2,413,246

1 建 設 改 良 費 1,368,242

1 給 与 費 等 41,154

2 公 共 事 業 1,202,585

3 単 独 事 業 112,135

4 大 村 湾 南 部 大村湾南部流域下水道

流 域 下 水 道 事 業 地元負担金

5 受益者負担金経費 4,619

2 企 業 債 償 還 金 1,035,004

1 企 業 債 償 還 金 1,035,004 企業債の元金償還

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

支　　   出

款 項 目

7,749

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目
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1

退職給付費

（千円）

( 4) 17,329

( 4) 17,329

( 4) 13,627

( 4) 13,627

3,702

3,702

ア

退職給付費

（千円）

17,329

17,329

13,627

13,627

3,702

3,702

5

47,238 139,295 25,073

24,345

区　分

住　居 通　勤 時間外 管理職

△ 4,358 △ 728

資本勘定支弁職員 585 1,224 1,809

期末勤勉

203,047

△ 4,543 △ 3,211

合　　　　　　計 90,942

比
　
較

損益勘定支弁職員

前
年
度

損益勘定支弁職員

60,539

△ 5,086

171,717 31,330

資本勘定支弁職員 19,121 13,301 32,422

71,821

6,257

24

19

（千円） （千円）

本年度 4,602

比　較 △ 858 477 △ 51 1,575

△ 114 1,695

合　　　　　　計 △ 3,958 △ 1,987 △ 2,549 △ 842 △ 3,391

手　当 手　当 手　当 勤務手当手
当
の
内
訳

手　当 手　当

扶　養

30,488 199,656合　　　　　　計

資本勘定支弁職員 5 19,706 14,525 34,231 6,143

24

159,282

164,368

38,679

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 19 67,278 44,027 134,937

（人） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　分

法　定
福利費

合　　　計
特別職

40,374

86,984 58,552 169,168

給　料 手　当

給 与 費 明 細 書

総　　括

計

△ 3,130

2,877 943 11,914 2,175 36,041

前年度 5,460 2,400 994 10,339 2,175

（千円） （千円） （千円） （千円）

39,171

21,858 149,279

6,143 40,374

161,652 28,001 189,653

23,009 154,318

6,257 38,679

163,731 29,266

67,278 42,814

区　　　　　　　　分

法　定
福利費

合　　　計
特別職 給　料 手　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

損益勘定支弁職員

127,421

資本勘定支弁職員 5 19,706 14,525 34,231

合　　　　　　計 24 86,984 57,339

損益勘定支弁職員 19

192,997

比
　
較

損益勘定支弁職員 △ 4,543 △ 3,047 △ 3,888 △ 1,151 △ 5,039

資本勘定支弁職員 585 1,224 1,809 △ 114 1,695

合　　　　　　計

前
年
度

本年度 4,602

管理職 期末勤勉

区　分 手　当 手　当 手　当 勤務手当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

477 △ 24 1,575 △ 2,993

会計年度任用職員以外の職員

2,877 868 11,914 2,175 34,903

前年度 5,460 2,400 892 10,339 2,175 37,896

手
当
の
内
訳

扶　養 住　居 通　勤 時間外

備考　(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書きする。

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費

一般職

（人）

報　酬

（千円）

6,303

6,303

6,609

6,609

△ 306

△ 306

職   員   数

一般職

（人）

給　　　　　与　　　　　費

報　酬

比　較 △ 858

備考　(　)内は、短時間勤務職員について外書きする。

△ 2,079 △ 1,265 △ 3,344

19 71,821 45,861 131,309

資本勘定支弁職員 5 19,121 13,301 32,422

合　　　　　　計 24 90,942 59,162

△ 3,958 △ 1,823

本
年
度
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イ

退職給付費

（千円）

( 4)

( 4)

( 4)

( 4)

　

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

会計年度任用職員

計

2,487 10,003

10,003

職   員   数

一般職

（人）

154,600

 異動等による

 定昇率1.2％

 異動等による

合　　　　　　計

（人） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　分

法　定
福利費

合　　　計
特別職 給　料 手　当

2,487

1,213 7,516

前
年
度

2,064 10,050

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 1,377 7,9866,609

合　　　　　　計 1,377 7,9866,609 2,064 10,050

比
　
較

損益勘定支弁職員 △ 164 △ 470 423 △ 47

資本勘定支弁職員

△ 164 △ 470 423 △ 47

△ 306

△ 306合　　　　　　計

給料

給与改定に伴う増加分 273

比　較 △ 27 △ 137

備考　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きする。

手
当
の
内
訳

本年度 75 1,138

企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）

（千円）

1,091

△ 5,322

増減事由別内訳

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増加分

区　分 増減額（千円） 備　考

△ 1,987

平 均 給 与 月 額 359,627
大学卒

平 均 年 齢

令和４年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 286,017

平 均 給 与 月 額 345,833

平 均 年 齢 40.5
本
年
度

高校卒

42.4

区　分

区　　　　分 企 業 職

手 当

通　勤 期末勤勉

185,200185,200

154,600

その他の増減分

前年度 102 1,275

区　分 手　当 手　当

令和３年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 301,421

給　　　　　与　　　　　費

報　酬

（千円）

6,303

6,303 1,213 7,516

881

△ 2,868

説　明

（千円） （千円）

　給料及び手当の状況

△ 3,958
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

２号給

４号給

６号給

８号給

（人）

（人）

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 率 等

20 年 勤 続

(1.125) (2.25)

そ の 他 の

５級 4

16.7

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号給数別内訳

企　業　職

24

18

５級

8.3

　主査の職務

19

1

18

2.150

加 算 措 置 等

(2.30)(1.150)

100.0

区　　　分

職員数（Ａ）（人）

　課長の職務

１級

４級

前年度

本年度 4.40

2.200

有4.30

　課長補佐の職務

　１　係長の職務
　２　主任の職務

職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

75.0%

企　業　職

24

79.2%

(1.150)2.200

(1.125)

（月分）
区　分

通 勤 手 当 同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

一般会計の制度 有

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分）

区　分
25 年 勤 続

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

4.40

35 年 勤 続 最 高 限 度 額

構成比(％) 構成比(％)

６級

６級 ２級

1 4.2

令和３年
１２月１日現在

　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１級

16.7５級

職員数(人)

16.7

8.3

8.3

４級 25.0

4

64

24

職員数(人) 職員の級区　分 職員の級 区　分

令和４年
１２月１日現在 4

計 24

１級 5

16.7

　定型的な業務を行う職務

企　　　業　　　職

７級 ３級

７級 4.2 ７級 1

６級 2 8.3

　部長の職務

6

計

４級

２級 5 20.8

３級 2

2

２級 2

３級

2.150

備　考
６月(月分) １２月(月分)

（人）

（人）

(1.150)

支給率計

20.8

有

100.0

25.0

本　年　度 前　年　度

(1.150)2.200 2.200 (2.30)

支給期別支給率

18

－ 10 －
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1 資本的支出 千円 千円 千円 千円

1 建設改良費 大村浄水管理センター
し尿等受入施設建設事業

5 186,000 93,000 83,700 9,300

6 434,000 217,000 195,300 21,700

7 780,000 390,000 351,000 39,000

計 1,400,000 700,000 630,000 70,000

事 業 名項款

継 続 費 に 関

同 左 財 源 内 訳

一般会計
補 助 金

企 業 債
国 庫
支 出 金

全 体 計 画

年 割 額年 度

－ 12 －



千円 千円 千円 千円 千円 ％

- - 186,000 186,000 - 13.3

- - - - 434,000 -

- - - - 780,000 -

- - 186,000 186,000 1,214,000 13.3

す る 調 書

備 考

継続費の総
額に対する
進捗率

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

当該年度支
払義務発生
予定額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

前前年度末
までの支払
義務発生額

－ 13 －



期 間 金 額 期 間 金 額
国 庫
支 出 金

企 業 債
損益勘定
留保資金

自 己
資 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

大村浄水管理センター
汚泥処分業務委託

69,795 － － 令和6年度 69,795 － － － 69,795

大村浄水管理センター
５系水処理施設機械設
備改築工事

272,000 － － 令和6年度 272,000 149,600 108,800 13,600 －

大村浄水管理センター
５系水処理施設電気設
備改築工事

364,300 － － 令和6年度 364,300 200,365 145,700 18,235 －

水道料金等のコンビニ
エンスストア収納事務
委託

事務委託に
要する経費

－ －
令和6年度から
令和10年度まで

限度額に
同じ

－ － －
限度額に
同じ

大村市上下水道局料金
徴収等業務委託

370,704 － －
令和6年度から
令和10年度まで

370,704 － － － 370,704

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の

支 払 義 務 発 生

（見込）額

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生

　予 定 額

左の財源内訳
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 396,257

減価償却費 1,383,413

固定資産除却費 17,250

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 304

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,947

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 782

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 228

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 611,955

受取利息及び配当金 △ 2,275

支払利息 167,752

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 20,550

未払金の増減額（△は減少） △ 177,243

前払金の増減額（△は増加） 0

小計 1,196,382

利息及び配当金の受取額 2,275

利息の支払額 △ 167,752

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,030,905

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,251,467

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 △ 7,045

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 1

国庫補助金等による収入 435,980

一般会計からの繰入金による収入 93,495

負担金による収入 35,696

寄附金による収入 1

その他投資による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 693,338

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 433,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 963,093

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 △ 71,911

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 601,804

資金増加額（又は減少額） △ 264,237

資金期首残高 2,508,791

資金期末残高 2,244,554

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

令和５年度大村市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 2,301,314,267

ﾛ 1,562,459,704

△ 984,821,425 577,638,279

ﾊ 24,699,099

△ 17,001,301 7,697,798

ﾆ 52,944,171,999

△ 19,754,260,904 33,189,911,095

ﾎ 11,981,333,822

△ 6,990,250,228 4,991,083,594

ﾍ 6,173,863

△ 5,783,490 390,373

ﾄ 26,175,967

△ 23,127,376 3,048,591

ﾁ 841,172,378

41,912,256,375

(2)

ｲ 150,926,303

ﾛ 7,830

150,934,133

(3)

ｲ 399,998,000

ﾛ 59,520

400,057,520

42,463,248,028

2

(1) 2,244,553,530

(2) 250,932,370

△ 734,000 250,198,370

(3) 0

2,494,751,900

44,957,999,928

資　　　産　　　の　　　部　

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

投資その他の資産合計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

構 築 物

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度大村市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和６年３月３１日）

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流 域 下 水 道 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

投資その他の資産

そ の 他 投 資

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 び 備 品
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3

(1)

ｲ 9,605,071,805

ﾛ 298,997,028

9,904,068,833

(2)

ｲ 146,358,349

ﾛ 78,612,003

224,970,352

10,129,039,185

4

(1) 0

(2)

ｲ 923,729,745

ﾛ 71,910,950

995,640,695

(3) 640,824,211

(4) 4,317,687

(5)

ｲ 11,896,000

ﾛ 2,406,000

ﾊ 0

14,302,000

1,655,084,593

5

(1) 34,848,902,171

(2) △ 14,144,085,283

20,704,816,888

32,488,940,666

6 8,037,460,853

7

(1)

ｲ 1,203,533,014

ﾛ 2,218,407,227

ﾊ 122,569,890

ﾆ 122,815,711

ﾎ 972,388

ﾍ 151,350,586

ﾄ 24,592,888

3,844,241,704

(2)

ｲ 建設改良積立金 190,000,000

ﾛ 397,356,705

587,356,705

4,431,598,409

12,469,059,262

44,957,999,928

負 債 の 部　

負 債 資 本 合 計

そ の 他 の 企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 の 部　

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

受 益 者 負 担 金

国 県 交 付 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

一 時 借 入 金

預 り 金

未 払 金

企 業 債

引 当 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

収 益 化 累 計 額
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（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

千円 千円 千円
1 営 業 収 益
(1) 下 水 道 使 用 料 1,721,576
(2) 雨 水 処 理 負 担 金 150,682
(3) そ の 他 営 業 収 益 16,303 1,888,561

2 営 業 費 用
(1) 管 渠 費 81,070
(2) ポ ン プ 場 費 64,962
(3) 処 理 場 費 473,492
(4) 流 域 下 水 道 費 13,228
(5) 業 務 費 101,047
(6) 総 係 費 132,213
(7) 減 価 償 却 費 1,355,742
(8) 資 産 減 耗 費 93,542 2,315,296

営 業 損 失 426,735

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,283
(2) 他 会 計 補 助 金 376,726
(3) 長 期 前 受 金 戻 入 678,761
(4) 雑 収 益 5,090 1,062,860

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び 182,601

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 貸 付 金 利 子 補 助 金 62
(3) 雑 支 出 4,258 186,921 875,939

経 常 利 益 449,204

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失
(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,879
(2) そ の 他 特 別 損 失 1 1,880 △ 1,877

447,327
1,100

0
448,427

令和４年度大村市下水道事業予定損益計算書（前年度分)

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

その他未処分利益剰余金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 2,301,314,267

ﾛ 1,562,459,704

△ 968,117,425 594,342,279

ﾊ 24,699,099

△ 15,829,301 8,869,798

ﾆ 52,123,864,999

△ 18,660,210,904 33,463,654,095

ﾎ 11,970,533,822

△ 6,727,464,228 5,243,069,594

ﾍ 6,174,863

△ 5,433,490 741,373

ﾄ 26,175,967

△ 21,862,376 4,313,591

ﾁ 438,062,378

42,054,367,375

(2)

ｲ 150,582,303

ﾛ 392,830

150,975,133

(3)

ｲ 399,999,000

ﾛ 59,520

400,058,520

42,605,401,028

2

(1) 2,508,790,810

(2) 271,482,210

△ 1,038,000 270,444,210

(3) 0

2,779,235,020

45,384,636,048

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

流 域 下 水 道 利 用 権

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

流 動 資 産

投資その他の資産合計

投資その他の資産

そ の 他 投 資

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

令和４年度大村市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

（令和５年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

構 築 物

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

資　　　産　　　の　　　部　
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3

(1)

ｲ 10,095,601,805

ﾛ 370,908,028

10,466,509,833

(2)

ｲ 142,411,349

ﾛ 78,612,003

221,023,352

10,687,533,185

4

(1) 0

(2)

ｲ 963,092,745

ﾛ 71,910,950

1,035,003,695

(3) 818,067,331

(4) 4,317,687

(5)

ｲ 12,678,000

ﾛ 2,634,000

ﾊ 0

15,312,000

1,872,700,713

5

(1) 34,283,730,171

(2) △ 13,532,130,283

20,751,599,888

33,311,833,786

6 7,590,133,853

7

(1)

ｲ 1,203,533,014

ﾛ 2,218,407,227

ﾊ 122,569,890

ﾆ 122,815,711

ﾎ 972,388

ﾍ 151,350,586

ﾄ 24,592,888

3,844,241,704

(2)

ｲ 190,000,000

ﾛ 448,426,705

638,426,705

4,482,668,409

12,072,802,262
45,384,636,048

長 期 前 受 金

企 業 債

建設改良費等の財源に

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

他 会 計 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

国 県 交 付 金

国 庫 補 助 金

充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

預 り 金

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

流 動 負 債

未 払 金

一 時 借 入 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

引 当 金

企 業 債

固 定 負 債

負　　　債　　　の　　　部　

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

受 益 者 負 担 金

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部　
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      建物          １５～５０年 

      構築物         １０～５０年 

      機械及び装置      １５年 

      工具・器具及び備品   ４～１５年 

   （２）無形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      流域下水道利用権    ２０～５０年 

      ソフトウェア      ５年 

   ２ 引当金の計上方法 

   （１）退職給付引当金  

      職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

   （２）賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

   （３）法定福利費引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

   （４）貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上して

いる。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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  Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

   １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     令和５年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は４，８７

２，１７０千円である。 

   ２ 令和４年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

   （１）賞与引当金の取崩し 

令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１２，８１

５千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し 

      令和４年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，３６２千円を取り崩すこととする。 

   （３）貸倒引当金の取崩し 

      令和４年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，６６５

千円を取り崩すこととする。 

   ３ 令和５年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

   （１）賞与引当金の取崩し 

      令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１２，６７

８千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し 

      令和５年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，６３４千円を取り崩すこととする。 

   （３）貸倒引当金の取崩し 

      令和５年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，０３８

千円を取り崩すこととする。 

 

  Ⅲ その他注記 

    新会計基準移行に係る経過措置 

   （１）退職給付引当金に関する経過措置 

      会計基準変更時差異（２４４，５９７千円）については、平成２６年度に一括して費用処

理している。 

   （２）修繕引当金に関する経過措置 

      平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取

り崩すこととする。 
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 （３）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

      平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した

資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた

すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除

く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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